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＜参考＞ 

１．国際勧告との関連 
 本標準は１９９３年３月に開催された世界電気通信標準化会議（ＷＴＳＣ－９３）において承認されたＩ

ＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．９３９に準拠したものである。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加項目等 
 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．９３９におけるオプション項目のうち、ＴＴＣ標準として選択を行ったものは以下の

項目である。 

 

（１） 伝達能力情報要素のオクテット３「情報転送能力」に、音声、または 3.1ｋＨｚオーディオを設定

する場合、伝達能力情報要素のオクテット５「ユーザ情報レイヤ１プロトコル」に「勧告Ｇ．７１１、

Ａ－ｌａｗまたは標準ＪＴ－Ｇ７１１、μ－ｌａｗ」を設定すると規定されているが、ＴＴＣとして

はμ－ｌａｗを標準としているため、「標準ＪＴ－Ｇ７１１、μ－ｌａｗ」を設定することとした。 

 

（２） 勧告の最終草案には、６．３．２テレテックスサービスのコーディングにおいて着端末での整合性

の記述が落丁しているが、ＴＴＣ標準としては明確化のため、６．３．２．２としてテレテックスサー

ビスの着端末での整合性の記述を追加した。 

 

（３） ６．３．６ Ｇ２／３ファクシミリサービスの低位レイヤ整合性情報要素の使用方法において、発

端末からの要求の注として「低位レイヤ整合性情報要素は含まれない」、着端末での整合性の注とし

て「低位レイヤ整合性情報要素は含まれない。存在する場合は、端末により無視される。」と記述さ

れているが、ＴＴＣではＱ９３１補遺によりＧ２／３ファクシミリにおいて低位レイヤ整合性情報要

素の使用を推奨している経緯があり、電話テレサービスと同様の注を追加することとした。 

 

（４） ７．１．２ ＪＴ－Ｖ１２０ ＴＡのサポートの低位レイヤ整合性情報要素のオクテット５ｃの注と

して、「パリティビット（もしあれば）を加えたデータビット長は８を越えない」とあるが、ＪＴ－

Ｑ９３１の記述と矛盾するためＴＴＣ標準ではこの注を削除している。 

 

３．改版の履歴 
 

版 数 制 定 日 改 版 内 容 

第１版 平成５年１１月２６日 制定（注） 

 

 （注）本標準は、ＪＴ－Ｑ９３１補遺第４版に記述されていたレイヤ３関連コーディングを改版し標準と

して制定したものである。 

 

４．工業所有権   
 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 
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１．序文

　本標準では、標準ＪＴ－Ｉ２００シリーズで識別されるＩＳＤＮテレコミュニケーションサービスをサ

ポートしており即時接続の端末によって使用される伝達能力（ＢＣ）、高位レイヤ整合性（ＨＬＣ）、低

位レイヤ整合性（ＬＬＣ）の情報要素のコーディングについて記述するものである。本標準は、付属資料

Ｂと付属資料Ｉを含む標準ＪＴ－Ｑ９３１とＪＴ－Ｑ９３３に基づいている。

　純粋なＩＳＤＮ環境（６章、７章参照）における発信ユーザが送信を要求されるフィールド値と、受信

ユーザが受信を期待するフィールド値はそれぞれのサービス毎に記述される（節 8.1 参照）。公衆電話網

（ＰＳＴＮ）とのインタワーキング状態も適宜含んでいる。本標準には今後、回線交換網（ＣＳＰＤＮ）

および、公衆データパケット網（ＰＳＰＤＮ）とのインタワーキングに関して含まれる。

　特に指定しない限り端末（ＴＥ）という用語は、標準ＪＴ－Ｉ４１１で定義されるＴＥ１（端末装置

１）、ＴＥ２接続されたＴＡ（端末アダプタ）、ＮＴ２（網終端装置２）などのユーザ端末装置を示す。

　「端末」と「ユーザ」の用語は、互いに同じものとして使用している。

　フィールド値に用いられる正確なビットパターンは、標準ＪＴ－Ｑ９３１の以下の節に示される。

　－伝達能力情報要素は、節 4.5.5

　－高位レイヤ整合性情報要素は、節 4.5.17

　－低位レイヤ整合性情報要素は、節 4.5.19

　フレームモードベアラサービスの正確なビットパターンは、標準ＪＴ－Ｑ９３３の節 4.5.5（ＢＣ）およ

び節 4.5.21（ＬＬＣ）に示される。

　一般に伝達能力、高位レイヤ整合性、低位レイヤ整合性の情報要素は、以下の目的に利用される。

　発信側では、網は、発信ユーザが伝達能力情報要素によって要求するベアラサービスと網がそのユーザ

に提供するベアラサービスとの整合性を確認する。（標準ＪＴ－Ｑ９３１付属資料Ｂ参照）

　着信側では、着信ユーザは伝達能力情報の内容に基づき、網・ユーザ間の整合性を確認し、伝達能力、

高位レイヤ整合性、低位レイヤ整合性の情報要素の内容に基づきユーザ・ユーザ間の整合性を確認する。

（標準ＪＴ－Ｑ９３１付属資料Ｂ参照）

２．目的・提供範囲

　本標準は、各々のテレコミュニケーションサービスにおける整合性情報要素の使用法を補足するもので

ある。これは、公衆ＩＳＤＮ網に限定するテレコミュニケーションサービスを考慮している。私設網での

テレコミュニケーションサービスの要求、設備をサポートするために必要となる整合性情報要素（ＢＣ，

ＨＬＣ及びＬＬＣ）の付加的なコーディングについては整合性情報要素を考慮していない。

　現在、本標準で適用されるサービスを３章に示す。新しいサービスが定義されたり、網の機能や、端末

が進歩したときは当然そのリストは拡張される。
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　いくつかのベアラサービスは、様々な、ユーザアプリケーションをサポートする為に使用されるので、

そのようなアプリケーションの付加情報は以下のように記述する。

－節 7.1 では、回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造非制限ベアラサービス

－節 7.2 では、回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造 3.1kHz オーディオベアラサービス

　この標準の明確な目的は、サービス、ＩＳＤＮ端末及びターミナルアダプタに関係する他のＩＴＵ－Ｔ

スタディグループに、標準ＪＴ－Ｑ９３１コードポイントの正確な使用法を与えるためのものである。ま

た、本標準は、同一のテレコミュニケーションサービスをサポートする端末間の相互接続を確かなものと

し、異なる公衆ＩＳＤＮ網間での端末の動作を可能にする。

　６章で記述している典型的なコーディングは、同じテレコミュニケーションサービスをサポートする全

てのユーザや網によってサポートされるものである。これらのコーディングの他の形態は、加えてサポー

トする予定であるが、これらは、世界中の相互動作を目的としては与えられないであろう。

　７章で与えられるコーディングで全てではない。それらはＴＴＣ標準インタフェースが使用された速度

整合を含む典型的なユーザアプリケーションを説明したものである。

３．コーディングによって扱われるテレコミュニケーションサービスと特有ユーザアプリケー

ションのリスト

以下のテレコミュニケーションサービスは６章に含まれている。

　１．回線交換モードのベアラサービスカテゴリ

1.1　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造音声ベアラサービスカテゴリ（デジタル電話）

1.2　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造非制限ベアラサービスカテゴリ

1.3　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造 3.1kHz オーディオベアラサービスカテゴリ

　２．パケット交換モードのベアラサービスカテゴリ

　　2.1　バーチャルコールベアラサービス（標準ＪＴ－Ｘ３１　ケースＢ）

2.1.1　Ｂチャネルを介してのアクセス

2.1.2　Ｄチャネルを介してのアクセス

　　2.2　フレームモードベアラサービス

2.2.1　リモートフレームハンドラーへの回線交換アクセス

　　　（標準ＪＴ－Ｑ９３３　ケースＡ）

2.2.2　フレームリレーバーチャルコールベアラサービス

　　　.（標準ＪＴ－Ｑ９３３　ケースＡ、ケースＢ）

　３．テレサービス

3.1　電話テレサービス（3.1kHz 帯域）

3.2　テレテックスサービス

3.3　Ｇ４ファクシミリサービス

3.4　ＩＳＤＮシンタックスベースのビデオテックスサービス

3.5　Ｇ２／３ファクシミリサービス
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　以下に挙げるベアラサービスの特有ユーザアプリケーションは本標準の７章に含まれている。

　Ａ）回線交換モード６４kbit/s 非制限８kHz 構造ベアラサービスのユーザ特有アプリケーション

　　１．標準ＪＴ－Ｖ１１０、ＪＴ－Ｘ３０のＴＡのサポート

1.1　同期モード

1.2　非同期モード

　　２．標準ＪＴ－Ｖ１２０のＴＡのサポート

　　３．アクセスユニット（ＡＵ）を経由してＰＳＰＤＮへアクセスする標準ＪＴ－Ｘ２５端末装置のサ

ポート（標準ＪＴ－Ｘ３１　ケースＡ）

3.1　標準ＪＴ－Ｘ３１　ＨＤＬＣフラグスタッフを用いた速度整合

3.2　標準ＪＴ－Ｖ１１０／ＪＴ－Ｘ３０を用いた速度整合

　Ｂ）回線交換モード６４kbps８kHz 構造 3.1kHz オーディオベアラサービスの特有ユーザアプリケー

ション

１．モデムを介した音声帯域データ

４．全てのサービスに適用する原則

全てのサービスに関し以下の原則を適用する。

　 (1) 　ＬＬＣ情報要素は、発信エンティティとアドレスされたエンティティとの間のＩＳＤＮを経由し

てトランスペアレントに送信される。しかしながら、適用される課金方式により、ある網では、Ｌ

ＬＣ情報要素の長さのチェックを実行するかもしれない。

　 (2) 　ＨＬＣ情報要素は発信エンティティとアドレスされたエンティティとの間のＩＳＤＮを経由して

トランスペアレントに送信されるが、網によっては、テレサービスに付加サービスを対応づけるた

めの内容をチェックするかもしれない。

　 (3) 　ベアラサービスを指定している場合は、高位レイヤアプリケーションを用いない限りＨＬＣ情報

要素は通常用いられない。

　 (4) 　示されたコーディングは一般的なケースを考慮する。特別な端末を配置する場合には、ユーザは、

アドレス情報だけを用いる必要がある。このケースでは、付加サービスであるＤＤＩ，ＭＳＮ付加

サービスが用いられる。

　 (5) 　ＴＡを伴ったＴＥ２は、機能的にＴＥ１と同じとみなすことができる。故に、Ｓ／Ｔ参照点に接

続しているＴＡは、呼設定時には、経過内容＃１を生成、送出しない。従って、例えば２線アナロ

グＰＳＴＮユーザ網インタフェースをＩＳＤＮのインタフェースに適用するようなＴＡはＲ参照点

に接続された装置の機能によってＢＣともし適切なら通例ではＲ参照点での端末タイプ合致したＨ

ＬＣ，ＬＬＣ情報要素を生成する。

Ｒ点インタフェース Ｓ／Ｔ点において使用されるＢＣ／ＨＬＣ／ＬＬＣ

に接続する装置 コードポイント

ＢＣ ＨＬＣ ＬＬＣ

－アナログ電話 －音声 －電話 －

－G2/3 ﾌｧｸｼﾐﾘ －3.1 kHz ｵｰﾃﾞｨｵ －G2/3 ﾌｧｸｼﾐﾘ －

－モデムを介した －3.1 kHz ｵｰﾃﾞｨｵ － －モデムタイプ

　音声帯域データ
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コーディング表現のための取り決め

　 (1) 　整合性情報要素のオクテット１と２は、（それぞれ情報要素識別子と長さを指定している）考慮

から外し、それに伴い例を示さない。

　 (2) 　フィールド値のかわりのダッシュ記号（－－－－－）

a) 　発信側：このフィールドは情報要素に含まれない。

b) 　着信側：このフィールドは存在しない。

　 (3) 　カッコ内のフィールド値は、発信側のとき含まれるかもしれないし、含まれないかもしれないの

で、着信側では示さない。

５．インタワーク状況の影響

5.1　非ＩＳＤＮからの着呼

　非ＩＳＤＮとのインタワーキングの場合、ＨＬＣとＬＬＣ情報要素は、存在しないことがある。そして、

インタワーキングは経過識別情報要素の存在により示される。このような状況が発生したとき、端末はＪ

Ｔ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って着呼を受け入れる。すなわち、最低限伝達能力情報要素の整合性があ

れば、整合性がとれたとみなす。

5.2　伝達能力と低位レイヤ整合性アプリケーションのガイドライン

　多くの場合、同じ低位レイヤ情報（たとえば、ユーザレートや適用される速度整合）は、ＢＣ，ＬＬＣ

それぞれの情報要素のなかでコード化される。しかしながら、片方の情報要素で供給されるか、もう片方

の情報要素で供給されるかは、網が提供するインタワーキング機能の選択或いは拒絶の結果に依存する。

　以下のガイドラインは、標準ＪＴ－Ｑ９３１　付属資料Ｉに従った伝達能力（ＢＣ）、低位レイヤ整合

性（ＬＬＣ）の情報要素の応用を示したものである。

　タイプⅠ　端末通信可能性についての決定をするために着信エンドでのみ用いられる情報。必要であれ

ば、この情報は、低位レイヤ整合性情報要素のオクテット５～７にコード化される。

　タイプⅡ　網にベアラサービスを選択することを可能とする情報。

この情報は以下の様にコーディングされる。

－回線交換モード情報の伝達能力情報要素のオクテット３と４

－パケット交換モード情報の伝達能力情報要素のオクテット３と４、６と７

　タイプⅢ　着信端末が通信可能性を決定するために、あるいは網が他のＩＳＤＮまたは他の専用網との

インタワーキングを容易にするための情報。この情報は、伝達能力情報要素のオクテット５

（必要ならオクテット５ａ－５ｂを含む）にコード化される。

　これらの情報のタイプは以下のように使われる。

　ケース１：発信ユーザが網のインタワーク（ＩＷ）を使わないで相手との通信可能性を確実にする為に

エンド・ツー・エンドの情報転送を行いたいとき、タイプⅡの情報と共にタイプⅠの情報を

適用する。

　ケース２：発信ユーザが網のＩＷが必要かＩＷを受け入れたいとき、発呼する為にタイプⅡと共にタイ

プⅢ情報を適用する。
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　このように、ＰＳＴＮやＣＳＰＤＮのインタワークがインタワーキングユニットにおけるデータ抽出や

モデムプールのような適当な機能により、網によってサポートされている場合は、ＬＬＣ情報要素の中の

速度整合情報を持った呼はうまく動作しないかも知れない。その代わりこの速度整合情報がＢＣの中にあ

るとき、これらの呼は完了できる。

　端末は、ＢＣ情報の中に整合性情報があるのか、ＬＬＣの中にあるのか関係なしに整合性を調べる能力

を持つ。（タイプⅠを使って）

６．ＩＳＤＮ環境での基本テレコミュニケーションサービスの要求と認識

　本章で示されるコーディングでは、純粋なＩＳＤＮ環境が存在し、網により提供されるインタワーキン

グ機能が選択されないと仮定してある。

　従って、特定のユーザ速度と適用された速度変換方式はＬＬＣ情報要素に指定され、着端末により通信

可能性が決定される。

6.1　回線交換モードベアラサービスの要求と認識

6.1.1　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造音声ベアラサービスカテゴリ

6.1.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に

準拠するＴＴＣ標準

情報転送能力 音声

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ－ｌａｗ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は含まれない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は要求されない。存在する場合は、その内容は伝達能力情報要素と同じでなければなら

ない。
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6.1.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 音声

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ－ｌａｗ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造音声ベアラサービスを提供する端末は、高位レイヤ整合性情

報要素を含む端末からの呼を受け付けることができる（節 6.3.1.2b)参照）。電話のための高位レイヤ

整合性情報要素が受信され、端末が高位レイヤ整合性を解析できる場合、高位レイヤ整合性情報要素

が節 6.3.1.2b)に示されるようにコーディングされていれば、整合性確認は成功したとみなされなけれ

ばならない。

　高位レイヤ整合性情報要素が受信されなかった場合、伝達能力と低位レイヤ整合性情報要素（存在

すれば）の整合性確認が成功すれば、呼は受け付けられなければならない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は通常は存在しない。本情報要素が存在する場合は、整合性確認に使用されるか、ある

いは無視される。伝達能力及び低位レイヤ整合性情報要素の情報の中に矛盾があった場合、伝達能力

が優先される、つまり、低位レイヤ整合性情報要素の中の矛盾している情報は無視される。

6.1.2　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造非制限ベアラサービスカテゴリ

　本ベアラサービスの詳細なユーザ使用方法は本ドキュメントの７章に示されている。

　制限ディジタル情報転送を使用している網とのインタワーキングは、節 6.1.2.3 に示されている。

6.1.2.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----
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　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

6.1.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が確認される。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が、また、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付

属資料Ｊに従ってパラメータネゴシエーションが確認される。
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6.1.2.3　制限６４kbit/s 転送能力を含むＩＳＤＮコネクション

6.1.2.3.1　６４kbit/s 非制限ディジタル情報転送を提供する網に接続された発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合ＪＴ－Ｖ１１０／ＪＴ－

Ｘ３０

同期／非同期 同期

５ａ インバンド交渉 インバンド交渉不可

ユーザ速度 ５６kbit/s 勧告Ｖ．６

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。
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6.1.2.3.2　６４kbit/s 非制限ディジタル情報転送を提供する網に接続された着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合ＪＴ－Ｖ１１０／ＪＴ－

Ｘ３０

同期／非同期 同期

５ａ インバンド交渉 インバンド交渉不可

ユーザ速度 ５６kbit/s 勧告Ｖ．６

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が確認される。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が、また、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付

属資料Ｊに従ってパラメータネゴシエーションが確認される。
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6.1.2.3.3　６４kbit/s 制限ディジタル情報転送を提供する網に接続された発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

6.1.2.3.4　６４kbit/s 制限ディジタル情報転送を提供する網に接続された着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が確認される。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が、また、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付

属資料Ｊに従ってパラメータネゴシエーションが確認される。

6.1.3　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造 3.1kHz オーディオベアラサービスカテゴリ

　本ベアラサービスの詳細なユーザ使用方法は本ドキュメントの７章に示されている。

6.1.3.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ－ｌａｗ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１、節 4.5 と一致してい

なければならない。

6.1.3.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ－ｌａｗ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----
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　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が確認される。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は発端末が呼設定メッセージにコーディングした場合、存在する。存在した場合、ＴＴ

Ｃ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付属資料Ｂに従って端末の整合性が、また、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１の付

属資料Ｊに従ってパラメータネゴシエーションが確認される。

6.1.4　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造マルチユースベアラサービスカテゴリ

　今後の検討課題

6.1.5　ＩＳＤＮインタフェースのための回線交換モードマルチレートベアラサービスカテゴリ

今後の検討課題

6.2　パケット交換モードベアラサービスカテゴリ

6.2.1　バーチャルコールベアラサービス（ＩＳＤＮ回線交換サービスを介したＸ．２５端末のサポート

（標準ＪＴ－Ｘ３１　ケースＢ））

以下に示されるコーディング例は、ＴＥとパケットハンドラ機能間に新しいアクセスコネクションが必

要とされることを前提としている。

6.2.1.1　Ｂチャネルを介してのアクセス

6.2.1.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード パケット交換モード

情報転送速度 ０００００：パケット

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル Ｘ．２５リンクレイヤ

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル Ｘ．２５パケットレイヤ

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は含まれない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は含まれない。
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6.2.1.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード パケット交換モード

情報転送速度 ０００００：パケット

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル Ｘ．２５リンクレイヤ

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル Ｘ．２５パケットレイヤ

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　高位レイヤ整合性情報要素は存在しない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　低位レイヤ整合性情報要素は存在しない。

6.2.1.2　Ｄチャネルを介してのアクセス

6.2.1.2.1　発端末からの要求

　発信端末は、Ｘ．２５パケットレイヤ手順に従いパケット通信をサポートするために用いられるリンク

レイヤコネクション（ＳＡＰＩ＝１６）を確立することによりパケットハンドラ（ＰＨ）機能にアクセス

する。その結果、標準ＪＴ－Ｑ９３１手順は、Ｄチャネルアクセスを具備する必要はない。

6.2.1.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード パケット交換モード

情報転送速度 ０００００：パケット

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル 標準ＪＴ－Ｑ９２１

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル Ｘ．２５パケットレイヤ

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　高位レイヤ整合性情報要素は存在しない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

低位レイヤ整合性情報要素は存在しない。

6.2.2　フレームモードベアラサービス

6.2.2.1　リモートフレームハンドラへの回線交換形アクセス（標準ＪＴ－Ｑ９３３のケースＡ）

6.2.2.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　高位レイヤ整合性情報要素は含まれない。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合は、標準ＪＴ－Ｑ９３１節 4.5 に従いコーディング

され、オクテット６のみが有効である。

6.2.2.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　高位レイヤ整合性情報要素は存在しない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素はオプションである。存在する場合は、標準ＪＴ－Ｑ９３１節 4.5 に従いコーディング

され、オクテット６のみが有効である。

6.2.2.2　フレームモードバーチャルコールベアラサービス

（標準ＪＴ－Ｑ９３３のケースＡおよびケースＢ）

　以下に示されるコーディング例は、ＴＥとリモートフレームハンドラ間に新しいアクセスコネクション

が必要とされることを前提としている。

6.2.2.2.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード フレームモード

情報転送速度 ０００００：（予約）

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル フレームモード（ＪＴ－Ｑ９２２付属資料

Ａ）のコア仕様

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　高位レイヤ整合性情報要素は必要とされない。存在する場合は、標準ＪＴ－Ｑ９３１節 4.5 に従い

コーディングすべきである。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は必要とされない。存在する場合は、標準ＪＴ－Ｑ９３１節 4.5 に従いコーディングす

べきである。
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6.2.2.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード フレームモード

情報転送速度 ０００００：（予約）

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル フレームモード（ＪＴ－Ｑ９２２付属資料

Ａ）のコア仕様

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b)　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　本情報要素は、発信ユーザにより提供されるならば存在する。存在する場合、標準ＪＴ－Ｑ９３１

付属資料Ｂに従い端末の整合性が確認される。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は、発信ユーザにより提供されるならば存在する。存在する場合、標準ＪＴ－Ｑ９３１

付属資料Ｂに従い端末の整合性が確認されまた、標準ＪＴ－Ｑ９３１付属資料Ｊに従いパラメータ交

渉が行われる。

6.3　テレサービスの要求および認識

6.3.1　電話テレサービス（3.1kHz 帯域）

6.3.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 音声

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ－ｌａｗ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----
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　b)　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用する

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 電話

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　低位レイヤ整合性情報要素は必要とされない。存在する場合には、その内容は伝達能力情報要素と

一致すべきである。

6.3.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 音声

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ－ｌａｗ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用する

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 電話

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

　高位レイヤ整合性情報要素は存在する場合とされない場合とがある。存在する場合には、上記のよ

うにコーディングしなければならない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　低位レイヤ整合性情報要素は通常省略される。存在する場合には、通信可能性確認に使用されても

よい。または端末により無視されてもよい。伝達能力および低位レイヤ整合性情報要素内の情報に矛

盾を検出した場合、その矛盾は伝達能力を選択することにより解消される。すなわち、低位レイヤ整

合性情報要素内の矛盾した情報は無視される。

6.3.2　テレテックスサービス（回線交換モードベアラカテゴリを利用する場合）

6.3.2.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用する

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 注

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

注：発信端末はその端末の能力または、転送すべき文書タイプによりフィールド値を選択する。

－テレテックスサービス、基本モードのオペレーション（勧告 F.200) (注１）

－テレテックスサービス、基本またミックスモードのオペレーション（勧告 F.230)

ファクシミリグループ４サービスクラスⅡとクラスⅢ（勧告 F.184) (注２）

－テレテックスサービス、基本またはプロセッサブルモードのオペレーション（勧告 F.220)(注３）

　注１：このコーディングは、基本モードオペレーションをサポートしている端末のみにより使用される

べきである。

　注２：このコーディングは、ミックスモードオペレーションをサポートしている端末により使用される

べきである。同じコードポイントが、ファクシミリグループ４サービスクラスⅡとクラスⅢをサ

ポートしている端末により使用されてもよい。
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　注３：このコーディングは、プロセッサブルモードオペレーションをサポートしている端末により使用

されるべきである。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に

準拠するＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 （ＴＥの能力に従い設定）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

同期／非同期

５ａ 交渉 -----

ユーザ速度

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ -----

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

割当／被割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムモード

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル ISO/IEC7776IDTE-DTE 手順 (注１)

6a,6b オプションユーザ情報レイヤ２プロトコル （端末の能力に従い設定)(注３）

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル ISO/IEC8208  (注２)

7a－7c オプションユーザ情報レイヤ 3 プロトコル （端末の能力に従い設定)(注３）

　注１：本コードポイントは、標準ＪＴ－Ｔ９０で規定されるアプリケーション規則によって修正された

標準ＪＴ－Ｘ７５で定義されるプロトコルが用いられた場合にも、使用される。

　注２：標準ＪＴ－Ｔ９０で規定された追加アプリケーション規則が満たされなければならない。

　注３：拡張オクテット６ａ－６ｂと７ａ－７ｃは、プロトコルオプションまたはパラメータの交渉のた

めに使用されてもよい。
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6.3.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用する

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 注

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

　（注）着側端末は受信能力を記述した値のリストを保持する。このリストに一致する高位レイヤ整合性

情報要素コーディングの呼が許容される。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：（注１）

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に

準拠するＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 （ＴＥの能力に従い設定）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

同期／非同期

５ａ 交渉 -----

ユーザ速度

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ -----

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

割当／被割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムモード

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル ISO/IEC7776DTE-DTE 手順

6a,6b オプションユーザ情報レイヤ 2 プロトコル （端末の能力に従い検証)(注２）

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル ISO/IEC8208

7a－7c オプションユーザ情報レイヤ 3 プロトコル （端末の能力に従い検証)(注２）

（注１）着側端末は「呼設定」(SETUP) メッセージに低位レイヤ整合性情報が含まれるか否か検証すべき

である。低位レイヤ整合性情報が省略される場合、デフォルト値は、例えば、レイヤ２プロトコル

としてＩＳＯ７７７６　ＤＴＥ－ＤＴＥ手順、レイヤ３プロトコルとしてＩＳＯ８２０８が仮定さ

れる。

（注２）拡張オクテット６ａ－６ｂと７ａ－７ｃは、プロトコルオプションまたはパラメータの交渉のた

めに使用されてもよい。
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6.3.3　Ｇ４ファクシミリサービス

（回線交換モードベアラカテゴリを利用する場合）

6.3.3.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング（注）：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ------

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ------

（注）制限デジタル情報ネットワークとインターワーキングが生じた場合、伝達能力情報要素は節６．１．

２．３の記述に従ってコーディングされる。

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別（オクテット４）

を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

4 高位レイヤ特性識別 Ｇ４ファクシミリ（クラス１）

4a 拡張高位レイヤ特性識別 ------
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準

拠するＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

3a 交渉指示 （ＴＥの能力に従い設定）

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

5a 同期／非同期

インバンド交渉 ------

ユーザ速度

5b 中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

速度整合ヘッダ ------

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

5c ストップビット数

データビット数 ------

パリティ情報

5d 二重モード ------

モデムタイプ

6   ユーザ情報レイヤ２プロトコル   ＩＳＯ／ＩＥＣ  ７７７６

  ＤＴＥ－ＤＴＥ手順（注１）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 （端末の能力に従い設定)(注３)

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ８２０８（注 2)

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 （端末の能力に従い設定)(注３)

（注１）本コードポイントは、標準ＪＴ－Ｔ９０で規定されるアプリケーション規則によって修正された

標準ＪＴ－Ｘ７５で定義されるプロトコルが用いられた場合にも、使用される。

（注２）標準ＪＴ－Ｔ９０で規定された追加アプリケーション規則が満たされなければならない。

（注３）拡張オクテット 6a-6b および 7a-7c はプロトコルオプションまたはパラメータの交渉のために使

用されてもよい。
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6.3.3.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング（注）：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ------

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ------

（注）制限デジタル情報ネットワークとインターワーキングが生じた場合、伝達能力情報要素は節 6.1.2.3

の記述に従ってコーディングされる。

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別（オクテット４）

を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

4 高位レイヤ特性識別 （注）

4a 拡張高位レイヤ特性識別 ------

（注）着信側端末は受信能力を記述した値のリストを保持する。このリストに一致する高位レイヤ整合性

情報要素コーディングの呼が許容される。

基本モード、ミックスモードのテレテックス端末とクラスⅠ、クラスⅡ、クラスⅢ、Ｇ４ファクシ

ミリ端末の間の相互通信は、標準ＪＴ－Ｔ９０表２に示される。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準

拠するＴＴＣ標準

情報転送能力   非制限デジタル情報

3a 交渉指示 （ＴＥの能力に従い設定）

4 転送モード   回線交換モード

情報転送速度   ６４kbit/s

レイヤ１

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

5a 同期／非同期

インバンド交渉 ------

ユーザ速度

5b 中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

速度整合ヘッダ ------

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

5c ストップビット数

データビット数 ------

パリティ情報

5d 二重モード ------

モデムタイプ

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ７７７６

ＤＴＥ－ＤＴＥ手順（注１）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 （端末の能力に従い設定)(注３)

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ８２０８ (注 2)

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 （端末の能力に従い設定)(注３)

（注１）本コードポイントは、標準ＪＴ－Ｔ９０で規定されるアプリケーション規則によって修正された

標準ＪＴ－Ｘ７５で定義されるプロトコルが用いられた場合にも、使用される。

（注２）標準ＪＴ－Ｔ９０で規定された追加アプリケーション規則が満たされなければならない。

（注３）拡張オクテット 6a-6b および 7a-7c はプロトコルオプションまたはパラメータの交渉のために使

用されてもよい。
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6.3.4　ＩＳＤＮシンタックスベースのビデオテックスサービス

6.3.4.1　 発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ------

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ------

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別（オクテット４）

を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

4 高位レイヤ特性識別 シンタックスベースのビデオテックス（勧告

Ｆ. 300 とＴ. 102 ）

4a 拡張高位レイヤ特性識別 ------
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：（注１）

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に

準拠するＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

3a 交渉指示 （ＴＥの能力に従い検証）

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s
レイヤ１

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------
5a 同期／非同期

インバンド交渉 ------
ユーザ速度

5b 中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

速度整合ヘッダ ------
多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

5c ストップビット数

データビット数 ------
パリティ情報

5d 二重モード ------
モデムタイプ

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ７７７６

ＤＴＥ－ＤＴＥ手順

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 （端末の能力に従い検証)(注 2)
7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ８２０８

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 （端末の能力に従い検証)(注 2)

（注１）着側端末は「呼設定」(SETUP) メッセージに低位レイヤ整合性情報要素が含まれるか否か検証す

べきである。低位レイヤ整合性情報要素が省略される場合、デフォルト値は、例えば、レイヤ２プ

ロトコルとしてＩＳＯ　７７７６　ＤＴＥ－ＤＴＥ手順、レイヤ３プロトコルとしてＩＳＯ８２０

８が仮定される。

（節 6.3.2.1 の低位レイヤ整合性情報要素の（注１）（注２）を参照）

（注２）拡張オクテット 6a-6b と 7a-7c はプロトコルオプションまたはパラメータの交渉のために用いら

れてもよい。
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6.3.4.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

6 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

7 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別（オクテット４）

を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

4 高位レイヤ特性識別 シンタックスベースのビデオテックス（勧告

F. 300 と T. 102 ）

4a 拡張高位レイヤ特性識別 ------
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング（注１）：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準

拠するＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限デジタル情報

3a 交渉指示 （ＴＥの能力に従い検証）

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル ------

5a 同期／非同期

インバンド交渉 ------

ユーザ速度

5b 中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

速度整合ヘッダ ------

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

5c ストップビット数

データビット数 ------

パリティ情報

5d 二重モード ------

モデムタイプ

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ７７７６

ＤＴＥ－ＤＴＥ手順

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 （端末の能力に従い検証)(注２)

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ＩＳＯ／ＩＥＣ  ８２０８

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 （端末の能力に従い検証)(注２)

（注１）着側端末は「呼設定」(SETUP) メッセージに低位レイヤ整合性情報要素が含まれるか否か検証す

べきである。低位レイヤ整合性情報要素が省略される場合、デフォルト値は、例えば、レイヤ２プ

ロトコルとしてＩＳＯ ７７７６ ＤＴＥ－ＤＴＥ  手順、レイヤ３プロトコルとしてＩＳＯ８２０

８が仮定される。（節 6.3.2.1 の低位レイヤ整合性情報要素の（注１)(注２）を参照）

（注２）拡張オクテット 6a-6b と 7a-7c はプロトコルオプションまたはパラメータの交渉のために用いら

れてもよい。



ＪＴ－Ｑ９３９ - 30 -

6.3.5　ＩＳＤＮビデオテレフォニサービス

検討中

6.3.6　Ｇ２／３ファクシミリサービス

　本サービスはＩＳＤＮサービスとしてＩＴＵ－Ｔにおいて定義されていない。しかし､ 他のＩＳＤＮ

サービスと類似点があるため、本節に含める。

6.3.6.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 ３. １ｋＨｚオーディオ

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－G711  μ－ｌａｗ

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ------

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ------

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別（オクテット４）

を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

4 高位レイヤ特性識別 Ｇ２／３ファクシミリ

4a 拡張高位レイヤ特性識別 ------

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　低位レイヤ整合性情報要素は必要とされない。存在する場合には、その内容は伝達能力情報要素と

一致すべきである。



- 31 - ＪＴ－Ｑ９３９

6.3.6.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 ３. １ｋＨｚオーディオ

4 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

5 ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－G711  μ－ｌａｗ

6 ユーザ情報レイヤ２プロトコル ------

7 ユーザ情報レイヤ３プロトコル ------

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

3 コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別（オクテット４）

を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

4 高位レイヤ特性識別 Ｇ２／３ファクシミリ

4a 拡張高位レイヤ特性識別 ------

（注）高位レイヤ整合性情報要素は含まれない場合がある。含まれる場合は、オクテット４は、Ｇ２／３

ファクシミリとコーディングされる。含まれない場合は、経過識別子が必要である。高位レイヤ整

合性情報要素と経過識別子の両方がない場合、その呼は拒否される。

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

　低位レイヤ整合性情報要素は通常省略される。存在する場合には、通信可能性確認に使用されて

もよい。または端末により無視されてもよい。伝達能力および低位レイヤ整合性情報要素内の情報

に矛盾を検出した場合、その矛盾は伝達能力を選択することにより解消される。すなわち、低位レ

イヤ整合性情報要素内の矛盾した情報は無視される。



ＪＴ－Ｑ９３９ - 32 -

７．特有ユーザアプリケーションのコーディング

7.1　回線交換モード６４kbit/s８kHz 構造非制限ベアラサービスのユーザ特有アプリケーション

　本章では回線交換モード６４kbit/s 非制限８kHz 構造ベアラサービスに対する代表的なコーディング例

を示す。これらはあくまでも例であり、すべてを示しているわけではない。これ以外の多くの組み合わせ

が可能である。

　さらに、純粋なＩＳＤＮ環境が存在し、網が提供しているインタワーク機能を選択しないことが考えら

れる。そのため標準速度整合と同様に、特定の速度との整合手順を低位レイヤ整合性情報要素内に規定す

ることで相手端末との互換性を許容している。

7.1.1　標準ＪＴ－Ｖ１１０／ＪＴ－Ｘ３０　ＴＡのサポート

7.1.1.1　同期式

7.1.1.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：（注）

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 端末によりサポートされるテレサービスによ

り設定

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

（注）高位レイヤ整合性情報要素は、テレサービスをサポートしている端末がＴＡに接続している場合

（例　テレテックス端末）にのみ使用されるべきである。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

３ａ 交渉指示 （ＴＡの能力に従い設定）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30)

同期／非同期 同期

５ａ 交渉 （ＴＡの能力に従い設定）

ユーザ速度 Ｒ点のユーザ速度

中間速度 （ユーザ速度に従い設定）

送信ＮＩＣ （ＴＡの能力に従い、ユーザにより

受信ＮＩＣ   設定）

送信フロー制御 （必要としない、０を設定）

５ｂ 受信フロー制御

(注 1) 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供

動作モード -----

ＬＬＩ交渉

割当／被割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード （注２）

モデムタイプ （必要としない）

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （ユーザのレイヤ２プロトコルに従い設定）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （ユーザのレイヤ３プロトコルに従い設定）

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注１）サービス１９（６４kbit/s）のユーザクラスをサポートしているＴＡ　ＪＴ－Ｘ３０はオクテット

５ｂを含まない。

（注２）ＴＡが動作モードを設定する場合には、かならずしも必要ではないモデムタイプを含むオクテッ

ト５ｄを設定しなければならない。この場合、オクテット５ｃは省略できないがその値は意味を

持たない。
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7.1.1.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：（注）

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 端末が提供するサービスに合わせチェック

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

（注）発信側ＴＡに接続している端末タイプにしたがって高位レイヤ整合性情報要素は表示され得る。

（例　テレテックス端末）
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

３ａ 交渉指示 （ＴＡの能力に従い検証）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30)

同期／非同期 同期

５ａ 交渉 （ＴＡの能力に従い検証）

ユーザ速度 Ｒ点のユーザ速度に合わせチェック

中間速度 （ＴＡの能力に従い検証）

送信ＮＩＣ （ＴＡの能力に従い検証）

受信ＮＩＣ

送信フロー制御 無視する

５ｂ 受信フロー制御

(注 1) 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供

動作モード -----

ＬＬＩ交渉

割当／被割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード （提供される TE２の能力に従い検証）

モデムタイプ 無視する

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （端末にサポートされるユーザのレイヤ２プ

ロトコルに従い検証）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （端末にサポートされるユーザのレイヤ３プ

ロトコルに従い検証）

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注１）サービス１９（６４kbit/s）のユーザクラスを提供しているＴＡ　ＪＴ－Ｘ３０の場合、オクテッ

ト５ｂを含まない。

（　）内のフィールド値は受信ＴＡによって検証しても良いし、しなくても良い。
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7.1.1.2　非同期式

7.1.1.2.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：（注）

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 端末によりサポートされるテレサービスによ

り設定

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

（注）高位レイヤ整合性情報要素は、テレサービスをサポートしている端末がＴＡに接続している場合

（例　テレテックス端末）にのみ使用されるべきである。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

３ａ 交渉指示 （ＴＡの能力に従い設定）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30)

同期／非同期 非同期

５ａ 交渉 （ＴＡの能力に従い設定）

ユーザ速度 Ｒ点のユーザ速度

中間速度 （ユーザ速度に従い設定）

送信ＮＩＣ ０を設定

受信ＮＩＣ ０を設定

送信フロー制御 （ＴＡの能力に従い設定）

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供

動作モード -----

ＬＬＩ交渉

割当／被割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 （ＴＡの能力に従い設定）

パリティ情報

５ｄ 二重モード （ユーザ要求条件に従い設定）

モデムタイプ （必要としない）

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （ユーザのレイヤ２プロトコルに従い設定）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （ユーザのレイヤ３プロトコルに従い設定）

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----
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7.1.1.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：（注）

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

解釈法 最初の高位レイヤ特性識別を使用

プロトコルプロファイル表現法 高位レイヤプロトコルプロファイル

４ 高位レイヤ特性識別 端末によりサポートされるテレサービスに従

い検証

４ａ 拡張高位レイヤ特性識別 -----

（注）発信側ＴＡに接続している端末タイプにしたがって、高位レイヤ整合性情報要素は表示され得る。

（例　テレテックス端末）
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル

３ａ 交渉指示 （ＴＡの能力に従い検証）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30)

同期／非同期 非同期

５ａ 交渉 （ＴＡの能力に従い検証）（注）

ユーザ速度 Ｒ点のユーザ速度に合わせ検証（注）

中間速度 （ＴＡの能力に従い検証）（注）

送信ＮＩＣ 無視する

受信ＮＩＣ

送信フロー制御 （ＴＡの能力に従い検証）（注）

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供

動作モード -----

ＬＬＩ交渉

割当／被割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 （ＴＡの能力に従い検証）

パリティ情報

５ｄ 二重モード （提供される TE２の能力に従い検証）

モデムタイプ 無視する

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （ユーザのレイヤ２プロトコルに従い検証）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （ユーザのレイヤ３プロトコルに従い検証）

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）以下のような場合が起こりうる：

1)　ユーザ速度、中間速度及びフロー制御の条件が整合している場合、インバンドパラメータの交

換は必要がない。

2)　ユーザ速度、中間速度及びフロー制御の条件が整合していない場合、呼を受け付けるかどうか

は標準ＪＴ－Ｖ１１０に応じたインバンド交渉の結果による。

（　）内のフィールド値は受信ＴＡによって検証しても良いし、しなくても良い。
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7.1.2　標準ＪＴ－Ｖ１２０　ＴＡのサポート

7.1.2.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル （注）

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

（注）ＴＡ　ＪＴ－Ｖ１２０が６４kbit/s 非制限ディジタル情報転送をサポートする網に接続されている

が、制限情報転送を行う網への発信を要求する場合は、コーディングは以下のようにしなければなら

ない。

・オクテット５ (ユーザ情報レイヤ 1 プロトコル) ：ＴＴＣ標準速度整合（JT-V110/JT-X30）

・オクテット５ａ (同期／非同期) ：同期

(インバンド交渉) ：インバンド交渉不可

(ユーザ速度) ：５６kbit/s

　b)　高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

高位レイヤ整合性情報要素は必要ない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

フィールド値

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ･ﾓｰﾄﾞ  ﾋﾞｯﾄ・ﾄﾗﾝｽﾍﾟｱ

 ﾚﾝﾄ・ﾓｰﾄﾞ

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V120)

同期／非同期 Ｒ点ユーザのプロトコルによる

５ａ インバンド交渉 インバンド交渉不可

ユーザ速度 Ｒ点のユーザ速度による

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ -----

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ

速度整合ヘッダ 含んでいる

（インプリメンテーション依存）

多重フレーム提供 サポートまたはサポートしない

（インプリメンテーション依存）

動作モード   ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ･ﾓｰﾄﾞ  ﾋﾞｯﾄ・ﾄﾗﾝｽﾍﾟｱ

 ﾚﾝﾄ・ﾓｰﾄﾞ（注１）

ＬＬＩ交渉 （デフォルトＬＬＩ＝２５６）

被割当／割当 （デフォルトは被割当）

インバンド／アウトバンド交渉 （デフォルトはインバンド交渉）

ストップビット数 （このオクテットはＲ点の動作モード

５ｃ データビット数   が非同期の場合指定しなければなら

パリティ情報   ない）

５ｄ 二重モード -----

モデムタイプ -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （ユーザ設定による）（注２）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 （ユーザ設定による）（注２）

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （ユーザ設定による）（注２）

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 （ユーザ設定による）（注２）

（注１）オクテット５ａで非同期が示された場合、プロトコルセンシティブモードが選択されなければな

らない。

（注２）オクテット５ａが“非同期”動作モードを示す場合、このオクテットを含んではならない。
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7.1.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル （注）

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

（注）ＴＡ　ＪＴ－Ｖ１２０が６４kbit/s 非制限ディジタル情報転送をサポートする網に接続されている

が、制限情報転送を行う網からの着信を受ける場合は、コーディングは以下のようにしなければなら

ない。

・ オクテット５ (ﾕｰｻﾞ 情報ﾚｲﾔ 1 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ) ：ＴＴＣ標準速度整合（JT-V110/JT-X30）

・オクテット５ａ (同期／非同期) ：同期

(インバンド交渉) ：インバンド交渉不可

(ユーザ速度) ：５６kbit/s

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

高位レイヤ整合性情報要素の包含については継続検討を要する。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

フィールド値

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド
ｾﾝｼﾃｨﾌﾞ･ﾓｰﾄﾞ

 ﾋﾞｯﾄ・ﾄﾗﾝｽﾍﾟｱ

 ﾚﾝﾄ・ﾓｰﾄﾞ

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V120)

同期／非同期 Ｒ点ユーザのプロトコルに従い検証

５ａ インバンド交渉 無視する

ユーザ速度 （Ｒ点のユーザ速度に従い検証）

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ -----

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ 端末の能力に従い検証

多重フレーム提供 端末の能力に従い検証

動作モード 端末の能力に従い検証

ＬＬＩ交渉

被割当／割当 （Ｒ点の動作モードに従い検証）

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 （Ｒ点の動作モードに従い検証）

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムタイプ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （端末の能力に従い検証）

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 （端末の能力に従い検証）

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （端末の能力に従い検証）

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 （端末の能力に従い検証）

（注）（　）内のフィールド値は受信ターミナルアダプタで検証してもよいし、しなくてもよい。
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7.1.3　アクセスユニット（ＡＵ）を経由してＰＳＰＤＮにアクセスする標準ＪＴ－Ｘ２５

端末装置のサポート（標準ＪＴ－Ｘ３１　ケースＡ）

7.1.3.1　ＪＴ－Ｘ３１　ＨＤＬＣフラグスタッフを用いた速度整合

7.1.3.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

高位レイヤ整合性情報要素は含まれない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル （ＴＴＣ標準速度整合ＪＴ－Ｘ３１

  ＨＤＬＣフラグスタッフ）（注）

同期／非同期 -----

５ａ インバンド交渉 -----

ユーザ速度 -----

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ -----

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムタイプ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ25 リンクレイヤ

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ25 パケットレイヤ

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）オクテット５が存在しない場合は、ＨＤＬＣフラグスタッフが適用される。
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7.1.3.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

この情報要素は存在しない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３

コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル （ＴＴＣ標準速度整合ＪＴ－Ｘ３１  ＨＤＬ

Ｃフラグスタッフ）（注）

同期／非同期 -----

５ａ インバンド交渉 -----

ユーザ速度 -----

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ -----

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムタイプ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ25 リンクレイヤ

6a,6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｘ25 パケットレイヤ

7a－7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）オクテット５が存在しない場合は、ＨＤＬＣフラグスタッフが適用される。
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7.1.3.2　ＪＴ－Ｖ１１０／ＪＴ－Ｘ３０に相当する速度整合

7.1.3.2.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は含まれない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30)

同期／非同期 同期

５ａ インバンド交渉 インバンド交渉不可

ユーザ速度 参照点Ｒにおけるユーザ速度

中間速度 （参照点Ｒにおけるユーザ速度に対応して設

定）

送信ＮＩＣ （ＴＡの能力に従い設定）

受信ＮＩＣ （ＴＡの能力に従い設定）

送信フロー制御

５ｂ 受信フロー制御

（注） 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供 -----

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムタイプ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル 標準ＪＴ－Ｘ２５、リンクレイヤ

6a､6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル 標準ＪＴ－Ｘ２５、パケットレイヤ

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）オクテット５ｂは、存在してもよい。存在する場合は、ＮＩＣビットのみ関連する。
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7.1.3.2.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠

するＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル -----

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は含まれない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 非制限ディジタル情報

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30)

同期／非同期 同期

５ａ インバンド交渉 インバンド交渉不可

ユーザ速度 参照点Ｒにおけるユーザ速度を検証

中間速度 チェックまたは無視

送信ＮＩＣ （ＴＡの能力に従い検証）

受信ＮＩＣ （ＴＡの能力に従い検証）

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供 -----

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 -----

パリティ情報

５ｄ 二重モード -----

モデムタイプ

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル 標準ＪＴ－Ｘ２５、リンクレイヤ

6a､6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル 標準ＪＴ－Ｘ２５、パケットレイヤ

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）オクテット５ｂは、存在してもよい。存在する場合は、ＮＩＣビットのみ関連する。
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7.2　回線交換モード ６４kbit/s８kHz 構造 3.1kHz オーディオベアラサービスのユーザ特有アプリケー

ション

　本節で提示されるコーディングは本ベアラサービスの代表的アプリケーションである。これらは全て提

示されてはいない。さらにアプリケーションを追加することは可能である。

　なお、これらは純粋なＩＳＤＮ環境が存在し、網により提供されるインタワーキング機能が選択されな

いと仮定してある。従って、特定の端末特性が低位レイヤ整合性情報要素に示され、着端末のみにより通

信可能性が決定される。

7.2.1　モデムを介した声帯域データ

7.2.1.1　発端末からの要求

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ-law

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は含まれない。
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　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング（注）：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ-law

同期／非同期

５ａ インバンド交渉 （ユーザの要求に従い設定）

ユーザ速度

中間速度 意味はないがオクテット５ｄを持つため

送信ＮＩＣ 省略することはできない

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ

多重フレーム提供 意味はないがオクテット５ｄを持つため

動作モード 省略することはできない

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 （ユーザの要求に従い設定）

パリティ情報

５ｄ 二重モード モデムタイプに従い設定

モデムタイプ モデムタイプに従い設定

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （ユーザレイヤ２プロトコルに従い設定）

6a､6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （ユーザレイヤ３プロトコルに従い設定）

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）ユーザの要求によっては、全ての低位レイヤ整合性情報が無くてもよい。
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7.2.1.2　着端末での整合性

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠

するＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ-law

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

　経過識別子の存在はＰＳＴＮからの呼であることを示す。

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は含まれない。



- 55 - ＪＴ－Ｑ９３９

　c) 　低位レイヤ整合性情報要素コーディング（注）：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ

３ａ 交渉指示 -----

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

レイヤ１

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１  μ-law

同期／非同期

５ａ インバンド交渉 （ユーザ装置の能力に従い検証）

ユーザ速度

中間速度

送信ＮＩＣ

受信ＮＩＣ

送信フロー制御

受信フロー制御

５ｂ 速度整合ヘッダ 無  視

多重フレーム提供

動作モード

ＬＬＩ交渉

被割当／割当

インバンド／アウトバンド交渉

ストップビット数

５ｃ データビット数 （ユーザ装置の能力に従い検証）

パリティ情報

５ｄ 二重モード ユーザ装置の能力に従い検証

モデムタイプ ユーザ装置の能力に従い検証

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル （端末によってサポートされるユーザレイヤ

２プロトコルにより検証）

6a､6b オプションレイヤ２プロトコル情報 -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル （端末によってサポートされるユーザレイヤ

３プロトコルにより検証）

7a-7c オプションレイヤ３プロトコル情報 -----

（注）低位レイヤ整合性情報要素はユーザ装置の能力と対照してチェックされるべきである。経過識別子

の存在によって示されるＰＳＴＮとのインタワーキングの場合は、低位レイヤ整合性情報要素は存在

しない。
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８．ＰＳＴＮからの呼に対するコーディング

　ＰＳＴＮからの呼でＩＳＤＮインタワーキングポイントに到達する前に非ＩＳＤＮ信号によってサポー

トされる呼は、次の二つの区別のつかない情報転送能力の内のどちらかに属する：

－　音声；または、

－　３．１ｋＨｚオーディオ。

　インタワーキングポイントにおいて、伝達能力“3.1kHz オーディオ”が呼に割り当てられる。

　経過識別子もまた非ＩＳＤＮからの呼のしるしとして用いられる。

　下記の例は、ＩＳＤＮインタワーキングポイントに到達する前に非ＩＳＤＮ信号が適用された場合の整

合性情報要素のコーディングを示す。

　a) 　伝達能力情報要素コーディング：

ｵｸﾃｯﾄ 情報要素フィールド フィールド値

３ コーディング標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告及びＩＴＵ－Ｔ勧告に準拠す

るＴＴＣ標準

情報転送能力 3.1kHz オーディオ（注）

４ 転送モード 回線交換モード

情報転送速度 ６４kbit/s

５ ユーザ情報レイヤ１プロトコル 標準ＪＴ－Ｇ７１１　μ-law

６ ユーザ情報レイヤ２プロトコル -----

７ ユーザ情報レイヤ３プロトコル -----

（注）フィールド値”3.1kHz オーディオ”は経過識別子を伴う。この経過識別子はＰＳＴＮとのインタ

ワーキングが発生したことをＩＳＤＮ端末に示す。

　b) 高位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は存在しない。

　c) 低位レイヤ整合性情報要素コーディング：

本情報要素は存在しない。
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日本ＡＴ＆Ｔ（株）

日本電気（株）

（株）日立製作所

富士通（株）

松下通信工業（株）

三菱電機（株）

ヤマハ（株）

（株）ｱﾙﾌｧｼｽﾃﾑｽﾞ
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委員

特別専門委員

委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

太田　隆夫

藤崎　貞憲

高山　明

元永　康則

宮原　利行

村田　健二

岩崎　洋三

大谷　努

梅田　禎幸

須田　浩子

田中　耕司

斉藤　譲

(株)日立ﾃﾚｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

沖電気工業（株）

ヤマハ（株）

国際電信電話（株）

日本電信電話（株）

日本電信電話（株）

東洋通信機（株）

日本電気（株）

(株）日立製作所

富士通（株）

松下通信工業（株）

三菱電機（株）

（ＪＴ－Ｑ９３９）

（ＳＷＧ３　検討グループ）

（ＪＴ－Ｑ９３９）

（ＳＷＧ４　検討グループ）

日本電気（株）

日本電信電話（株）

国際電信電話（株）

東京通信ﾈｯﾄﾜｰｸ（株）

日本電信電話（株）

日本電信電話（株）

アンリツ（株）

岩崎通信機（株）

沖電気工業（株）

沖電気工業（株）

＊ 特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

委員

特別専門委員

委員

特別専門委員

特別専門委員

委員

保村　英幸

前田　吉功

川島　由美子

戸田　秀之

水野　敦之

古藤田　謙治

中山　伸治

峠坂　浩行

松岡　雅順

日本電信電話（株）

日本電信電話（株）

日本電信電話（株）

安藤電気（株）

キヤノン（株）

テケレック（株）

日本電気（株）

富士通（株）

（株）松下電器情報ｼｽﾃﾑ

名古屋研究所

オムロン（株）

キヤノン（株）

京セラ（株）

京セラ（株）

シャープ（株）

住友電気工業（株）

セイコーエプソン（株）

（株）大興電機製作所

（株）田村電機製作所

日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ（株）

日本ユニシス（株）

ﾉｰｻﾞﾝﾃﾚｺﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ（株）

（株）日立製作所

富士通（株）

松下通信工業（株）

松下電器産業（株）

三菱電機（株）

三菱電機（株）

ヤマハ（株）

ヤマハ（株）

（株）リコー

（株）松下電器情報ｼｽﾃﾑ
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委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員
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委員

委員

特別専門委員

委員

委員

委員

特別専門委員

委員

委員

特別専門委員

委員

委員

特別専門委員

特別専門委員

委員

委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

特別専門委員

釼吉　薫

吉原　富雄

松村　浩知

藤川　五郎

平木　健一

栗林　伸一

金綱　哲一

野村　隆

澤田　明浩

能登谷　厚

川上　幸治

前川　義人

宇佐美　秀晃

星　孝志

中尾　孝夫

大石　聖二

山門　均

三池田　健治

中村　信一

本多　美雄

中島　巳範

昆野　勝典

大谷　克巳

野村　一郎

橋本　裕司

相井　宏之

今井　毅

赤津　慎二

三木　恵造

小田池　恒行

筋田　健二

大西　伸和

事務局　大野　英雄（第二技術部）

＊ 検討グループリーダ

＊＊　　〃　　　サブリーダ


	　　



